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(4) 組 織 
2016年度における当研究所の定員と組織は以下のとおりである。 
定員 46名 
(参考)                   
客員総括主任研究官      1名     
特別研究員          4名     
客員研究官         83名     
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科学技術・学術政策研究所 計 784,409  
 
(単位：千円) 
外 部 資 金 名 金 額 備 考 






 平成 13年 科学技術政策研究所 中期計画(平成 13年９月策定) 
 平成 18年 科学技術政策研究所 中期計画(平成 18年８月策定) 
 平成 26年 科学技術・学術政策研究所 中期計画(平成 26年７月策定) 

























































① 第 4 回全国イノベーション調査の調査結果速報(英語版を含む)を公表した。 








[1] 科学技術・学術政策研究所 『第 4回全国イノベーション調査統計報告』 NISTEP REPORT No.170，
(2016.11)． 
[2] Haneda, Shoko and Keiko Ito "The Effect of Organizational and Human Resource Management 
on Innovation," DISCUSSION PAPER No.137 (2016.6). 
[3] 伊地知寛博「科学技術・イノベーションの推進に資する研究開発に関するデータのより良い
活用に向けて： OECD『Frascati Manual 2015(フラスカティ・マニュアル 2015)』の概要と
示唆」STI Horizon, Vol.2, No.3-4 (2016.9-12). 
[4] 池田雄哉「日本企業によるイノベーションの実像－『第 4 回全国イノベーション調査統計報









































[1] Ito, Keiko and YoungGak Kim "Product Market Efficiencies and Total Factor Productivity: 
A Comparison of Japanese and Korean Firms," DISCUSSION PAPER No.136. (2016.6). 
[2] Haneda, Shoko and Keiko Ito "The Effect of Organizational and Human Resource Management 
on Innovation," DISCUSSION PAPER No.137. (2016.6). 
[3] Ito, Keiko and Shoko Haneda "Exchange Rate Uncertainty and R&D Investment: Evidence 
from Japanese Firms," DISCUSSION PAPER No.140. (2017.2). 
[4] Ito, Keiko and Kenta Ikeuchi "Overseas Expansion and Domestic Business Restructuring 
in Japanese Firms," DISCUSSION PAPER No.141. (2017.3). 
[5] Ikeuchi, Kenta, Kazuyuki Motohashi, Ryuichi Tamura and Naotoshi Tsukada "Measuring 
science intensity of industry using linked dataset of science, technology and 
industry," DISCUSSION PAPER No.142. (2017.3). 
[6] Ikeuchi, Kenta and Kazuyuki Motohashi "Creative Destruction in the Era of Open 
Innovation: Empirical Investigation into the Relationship between Patenting and 









[1] Motohashi, Kazuyuki "Science Intensity of Industry by Using Linked Dataset of Science, 
Technology and Industry," OECD Blue Sky Forum (2016.9, Belgium). 
[2] Tsukada, Naotoshi, "Combining Knowledge and Capabilities across Borders and 
Nationalities," Asia Pacific Innovation Conference (2016.11, Kyushu University, 
Fukuoka). 
[3] 塚田尚稔「知財データを用いた研究の進展状況と分析例」日本知財学会第 14回年次学術研究
発表会「企画セッション：知財実証研究の今」(2016.12, 日本大学, 東京). 
[4] Cornelia Lawson "The Changing State of Knowledge Exchange in the UK: 2005-2015," NISTEP
講演会 (2016.9, NISTEP). 
[5] Martin Hud "Employment Growth and Counter-Cyclical R&D Investment: A Comparison between 
German and US Start-ups," NISTEP講演会 (2016.9, NISTEP). 
[6] René Belderbos "Scientific Research and the Location of Foreign R&D Investments: Quality, 
Basicness, and Research versus Development," 
Gaétan de Rassenfosse "An Assessment of How Well We Account for Intangibles," NISTEP




























2016年度調査は 3,509社を調査対象として、2016年 8月に郵送法及び web法を併用して実施し
た。修正送付数は、合併・買収による消滅等の事情が生じた企業を除く 3,491 社となり、1,825
社から回答が寄せられ、回収率は 52.3％であった。 




































 2013 年度から公開している NISTEP 重要施策データベース等のデータを活用して科学技術関
連施策の分析を試みる。 















(3) データ・情報基盤の Weページを通じた公開及び利用促進 
 重要施策データベース、資源配分データベース、リンク集を更新した。国際的な研究者番号
付与を目指す取り組みである ORCID のセミナーを開催した。これを含め、データ・情報基盤の

































































































・2015 年 4月から 2016年 3月の期間に上場した企業(88社)を追加登録した。 






< http://www.nistep.go.jp/research/scisip/rd-and-innovation-on-industry > 
[1] NISTEP企業名辞書 ver.2016.1、(2016.9) 
[2] IIP パテントデータベースとの接続用テーブル ver.2016.1、(2016.9) 





















































































[1] 川島浩誉・山下泰弘・川井千香子、「大学における研究関連求人の推移 -JREC-IN Portal 掲
載の求人票に基づく分析-」『情報管理』, vol.59, no.6, 384-392. (2016) 
[2] 山下泰弘・川島浩誉・川井千香子、「JREC-IN Portal 掲載の求人票に基づく研究関連求人の
分析- NISTEP-JST 共同プロジェクト-」『STI Horizon』, vol.2, No.3, 60-63. (2016) 
[3] Kawashima, H. and Yamashita, Y. (2016). Progress on mobility and instability of research 
personnel in Japan, STI conference 2016 Book of Proceedings (789-796) Valencia, Spain. 
[4] 川島浩誉・山下泰弘・川井千香子、「大学等における研究関連求人の推移」『研究・イノベー
ション学会 年次学術大会講演要旨集』, 31, 136-139. (2016) 
[5] 川島浩誉、「JREC-IN Portal データ活用による 大学等における研究関連求人の調査」 第 1



































[1] 枝村 一磨、「事業所における VOC 排出抑制の自主的取組とパフォーマンス」、日本経済学会
2016年春季大会、(2016.6、名古屋大学) 
[2] 枝村 一磨、「環境投資と企業価値」、環境経済政策学会 2016年大会、(2016.9、青山学院大学) 
[3] 枝村 一磨、「産学官スピルオーバーと企業の特許出願行動」 研究・イノベーション学会第
31回年次学術大会、(2016.11、青山学院大学) 
[4] 枝村 一磨、「企業の知的財産活動に関する調査-平成 27 年度民間企業の研究活動に関する調
















(3) 第 1調査研究グループ 
［研究課題 1］ 



























(1) 高等教育局 大学振興課、科学技術・学術政策局 人材政策課との連携により調査を実施した。 
2012年度博士課程修了者(コホートＡ)wave2は平成 28年 11月 15日～平成 28年 12月 30日に
実施し、メールでの調査依頼のない者には、郵送で調査を行った。調査依頼数 5,044名、回答
数 2,661 名(回答率 52.8％)、有効回答数 2,614名(有効回答率 51.8％)であった。 
2015年度博士課程修了者(コホートＢ)wave1は平成 28年 10月 18日～平成 28年 12月 9日
に大学を通じた調査を実施した。大学報告による調査依頼数は 12,583名、回答数(有効回答数
とも)4,922 名(回答率 39.1％)であった。 
(2) 調査の回答バイアスを補正するためのウエイトは土屋客員へ依頼し、構築済である。これを
用いた速報版は平成 29年 6月に公表予定、また報告書は平成 29年 11月に公表予定。 
(3) 社会への発信として、「博士人材追跡調査」の調査の主旨と方法、FAQ、成果等の情報を目的





[1] Shibayama, Sotaro and Yoshie Kobayashi“ Impact of PhD Training: A Comprehensive 
Analysis based on a Japanese National Doctoral Survey” DISCUSSION PAPER 等(2017 年度
刊行予定) 










[1] 小林淑恵、「女性博士のキャリア構築と家族形成」研究・イノベーション学会 第 31回年次学
術大会, (2016.11.5,東京) 
[2] 小林淑恵、「女性研究者に関する研究の向上を目指して－現状把握調査から、政策に資する分
析へ－」研究・イノベーション学会 第 31回年次学術大会 JWSE 企画セッション, (2016.11.6，
東京) 
[3] 小林淑恵、「理工系人材のキャリアパス」信州大学 平成 28 年度「科学技術政策特論(第 7
回)(2016.11.15,) 
[4] Kobayashi,Yoshie“Japan Doctoral Human Resource Profiling- Panel Survey of 
Doctorates”,CASTED (2017.3.3,Beijing)  
 
＜その他＞ 



































































































































る世論調査と EU の世論調査のデータから、国際的・国内継時比較調査を行う。 
 
2.研究計画の概要 


























































































た鶴岡における地域イノベーション進展過程の分析－」STI Horizon, Vol.2, No.2、(2016.6) 
[2] 新村和久・犬塚隆志「研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016」DISCUSSION PAPER No.139、
(2016.8) 
[3] 新村和久、「地方創生の Horizon(後編)－地方創生と域内外連携、街づくり－」STI Horizon, 
Vol.2, No.3、(2016.9) 
[4] 新村和久、「オープンイノベーションの Horizon(前編)－コンソーシアム型オープンイノベー
ションに対する大学の取組－」STI Horizon, Vol.2, No.4、(2016.12) 
[5] 新村和久、「オープンイノベーションの Horizon(後編)－戦略的提携型オープンイノベーショ










































































[1] Shinya Suzuki, Hiroyuki Okamuro “Determinants of Academic Startups’ Orientation toward 
International Business Expansion”, Administrative Sciences, 7(1).(2017.3) 
 
＜発表・講演＞ 




























































































[1] Ayano Fujiwara “Knowledge Management Using External Knowledge”, International Journal 
of Innovation Management，(2017.4) 
[2] 藤原綾乃「一連の大学改革と教授の多様性拡大に関する一考察～研究者の属性と昇進に関す





[2] Ayano Fujiwara “The effect of Research-Unit Member Diversity on R&D Performance: A case 
study of foreign employees in Korea’s electronics industry. ”, R&D Management Conference 







スセミナー、東京大学特別セミナー、 (2016.7, 東京) 






[7] 藤原綾乃“Case of empirical study on IPR” International IPR Management 2016、東京大学
セミナー、(2016.12, 東京) 
[8] Ayano Fujiwara “The knowledge spillover resulting from the mobility of knowledge workers” 
the 6th International Conference on Industrial Technology and Management (ICITM 2017), 








































































































































○2016 年夏号(2016 vol.2 No.2) 
［インタビュー］ 
・ 美馬のゆり公立はこだて未来大学教授(岡本摩耶(第 1 調査研究グループ)、小柴等、浦島邦
子) 
・ 京都工芸繊維大学 KYOTO Design Lab(七丈直弘、蒲生秀典) 
 [ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 
・ 高橋祥子株式会社ジーンクエスト代表取締役(髙橋安大(企画課)、相馬りか、林和弘、新村
和久(第 2 調査研究グループ)) 
・ 菅原潤一 Spiber 株式会社取締役兼執行役(髙橋安大(企画課)、蒲生秀典、新村和久(第 2 調
査研究グループ)) 
［レポート］ 
・ 第 10 回科学技術予測調査の概要と社会実装に向けた取組－環境・資源・エネルギー分野
－(村田純一、浦島邦子) 
［世界各国の科学技術予測活動］ 












○2016 年秋号(2016 vol.2 No.3) 
［インタビュー］ 
・ 須藤亮 産業競争力懇談会理事(赤池伸一、中島潤) 
・ 春日文子 Future Earth 国際本部日本ハブ事務局事務局長(斎藤尚樹(総務研究官)、林和
弘、村田純一) 
 [ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 
・ 山西陽子 九州大学教授(相馬りか、蒲生秀典、矢野幸子) 



















・ まつもとゆきひろ Ruby アソシエーション代表理事理事長(三木清香(企画課)、小柴等、中
島潤) 
［ほらいずん］ 
・ 新たな予測活動の展開に向けてⅡ－IARPA FUSE プログラムにみるホライズン・スキャ
ニングの新手法－(七丈直弘＊) 
・ 持続可能な「高齢社会×低炭素社会」の実現に向けた取組 (その 1 文献調査)(予測・スキ
ャニングユニット) 
・ 対談：ノーベル賞を受賞した研究の背景 組織、研究費、人的支援から考える革新的研究
の条件－大隅 良典 東京工業大学栄誉教授の研究を支えた研究基盤－(矢野幸子、林和弘) 
・ 奇妙な動物を科学に生かす(矢野幸子) 




・ 土井美和子情報通信研究機構監事(赤池伸一・犬塚隆志(第 2 調査 G)・林和弘) 
 [ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 























[1] 「STI Horizon」誌 2016 vol.2 No.2～2017 vol.3 No.1 






ン政策 : 選考プロセスと受賞者のキャリア分析」、SciREX Working Paper2016-03、(2016.5) 
[2] 赤池伸一・上田光幸・鳥谷真佐子・小山田和仁、「SciREX 架け橋座談会 Vol.2 若手行政官
と考える変革期の科学技術イノベーション政策 ［文部科学省］未来知の継続的創出に向けて」、
SciREX Quarterly August 2016 
＜発表・講演＞ 
[1] 〔招待／依頼講演〕原泰史・赤池伸一、「ノーベル賞カウントダウン！！ ～データで探るノ













































の 4 地域(並びは開催順)を対象地域として選定した。 




術・システムについて検討を行う。最後に、総合 WS を開催し、地域 WS で検討された将来社会像


































[2] 科学技術予測センター、「「減災・高齢社会の未来」シナリオの検討―第 7 回予測国際会議ワ
ークショップ開催報告－」、NISTEP NOTE No.20(2016.7) 
＜学術論文等＞ 
[1] 蒲生秀典、「エネルギー関連科学技術の将来展望～第 10回科学技術予測調査より～」、電気評
論、Vol.101, No.4, PP.7-13.(2016.4) 









術振興会真空ナノエレクトロニクス第 158委員会第 122回研究会(2016.4、東京) 
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スリランカ STIフォーラム政府主催、(2016.9、スリランカ) 
[9] 〔招待／依頼講演〕浦島邦子、「科学技術政策と機械分野の未来」、日本機械学会主催(2016.9) 






















































「科学技術指標 2016」は 2016年 8月に公表し、英語版(概要版)は同年 9月、HTML版は同年 10
月に公表した。 






















[1] 科学技術・学術基盤調査研究室、「科学技術指標 2016」、調査資料-251、(2016.8) 
[2] Research Unit for Science and Technology Analysis and Indicators, “Digest of Japanese 





[1] Yumiko KANDA, Masatsura IGAMI, Hiroyuki TOMIZAWA “Monitoring of Japanese university 
system by in-depth analyses of time use surveys”, OECD Blue Sky Forum on Science and 
Innovation Indicators 2016 (2016.9.19–20, ベルギー, ゲント)(ポスター発表) 





































トムソン・ロイター社 Web of Scienceの科学技術・学術基盤調査研究室共用のデータセッ
トの整備と点検を行い、科学技術指標 2016用(2016年 8月公表)の分析を行った。 
特許については、PATSTATを用いてパテントファミリーの構築を行い、科学技術指標 2016 用
(2016年 8月公表)の分析を行った。 
② サイエンスマップ 2014  
サイエンスマップ調査では、論文データベース分析により国際的に注目を集めている研究
領域を俯瞰し、世界の研究動向と日本の活動状況の分析を実施している。2016 年度は、最新













2015 年 12 月に公表した「研究論文に着目した日本の大学のベンチマーキング 2015」の












科学技術・学術審議会総会(第 57回)での配布資料としての発表や、国際学会として OECD 






科学技術・学術審議会総会(第 56回)での結果の紹介や、国際学会として OECD Blue Sky Forum 
2016、STI Conference 2016 でのポスター発表、研究・イノベーション学会などで成果発表
を行った。 
⑤ 科研費データベースと Web of Scienceを用いた分析についての検討 



















[3] 小野寺夏生・伊神正貫、「研究計量に関するライデン声明について」、STI Horizon, vol.2, 
No.4. 、(2016.11) 
[4] 福澤尚美、「日本の研究者はどのようなジャーナルから論文を発表しているのか－オープンア
クセスジャーナルに注目して－」、STI Horizon, vol.2, No.4.、(2016.11) 
[5] 福澤尚美・伊神正貫、「日本の科学研究力の現状と課題(Ver.4) 」、NISTEP ブックレット、
(2016.11) 







[2] Naomi FUKUZAWA“Characteristics of Paper Publication by Major Countries Focusing on 







[3] Akiyoshi MURAKAMI, Ayaka SAKA and Masatsura IGAMI“Analysis of Structure of Scientific 
Publications at Universities Focusing on Sub-Organizations”21ST INTERNATIONAL 
CONFERENCE ON SCIENCE AND TECHNOLOGY INDICATORS (2016.9.16, Spain, Valencia) (ポスタ
ー発表) 
[4] Naomi FUKUZAWA“Characteristics of Paper Publication by Major Countries Focusing on 
Journals”OECD Blue Sky Forum on Science and Innovation Indicators 2016 (2016.9.19–20, 
Belgium, Ghent) (ポスター発表) 
[5] Akiyoshi MURAKAMI, Ayaka SAKA and Masatsura IGAMI“Analysis of Structure of Scientific 
Publications at Universities Focusing on Sub-Organizations”OECD Blue Sky Forum on 
Science and Innovation Indicators 2016 (2016.9.19–20, Belgium, Ghent) (ポスター発表) 
[6]Masatsura IGAMI“Science Map 2014”The 11th Trilateral Science and Technology Policy 
















調査からの示唆-」、研究 技術 計画 31(2) 145-158、(2016.8) 
[2] Naomi FUKUZAWA“Characteristics of Paper Publication by Major Countries Focusing on 
Journals”Proceedings of the 21ST International Conference on Science and Technology 
Indicators 1506-1510 
[3] Akiyoshi MURAKAMI, Ayaka SAKA and Masatsura IGAMI“Analysis of Structure of Scientific 
Publications at Universities Focusing on Sub-Organizations”Proceedings of the 21ST 
International Conference on Science and Technology Indicators 1514-1517 
 
＜データ公開＞ 
[1] 伊神正貫・阪彩香、「研究論文に着目した日本の大学ベンチマーキング 2015ウェブ版」 
http://univ-benchmarking.jp/ (2016.5) 



















2016 年度は、第 5 期科学技術基本計画期間中の 5 年間にわたって実施する第 3 期 NISTEP 定点
調査の調査設計を行い、調査対象者の検討、質問票の設計・意見照会等を 2016 年度 8月頃までに
行う。並行して 2016 年度の調査実施に向けた準備を進め、調査対象候補者のリストアップ、打診




第 3 期 NISTEP 定点調査の実施準備を 2016 年 4 月～9 月にかけて進めた。具体的には、調査対
象者を選定するため、前年度の検討委員会の方針を基に調査対象候補者のリストアップを行い、
打診作業(のべ 3000人規模に 5年間の調査協力依頼、打診作業はグループ別に 3回に分割)を行っ
た。質問票については、2016 年 5 月～6 月にかけて定点調査委員会の各委員に個別ヒアリングを
行い、修正した質問票案を事務局で作成し、文科省内の意見照会を経て、2016 年 8月 24日の第 3
期定点調査委員会(第 1回)で確定した。並行して 2016 年 10月にかけて第 3期 NISTEP定点調査の
第 1 回目調査となる NISTEP 定点調査 2016 の準備を進め、2016 年 10月 27日～2017 年 1月 31日
に調査を実施した。回答率は 93.6％であった。アンケート結果の集計・分析を 2017年 2月～3月




定点調査委員会での指摘等を踏まえ、報告書のブラッシュアップを行い、2017 年 5 月半ばに
NISTEP 定点調査 2016 の報告書とデータ集の公表を行う予定である。 
 
＜発表・講演＞ 
[1] Masatsura IGAMI“Holistic and timely monitoring of a Japanese science and technology 
innovation system through an annual panel survey of experts and researchers”OECD Blue 















[1] Masatsura IGAMI“Holistic and timely monitoring of a Japanese science and technology 
innovation system through an annual panel survey of experts and researchers”OECD Blue 
Sky Forum on Science and Innovation Indicators 2016  
http://www.oecd.org/sti/blue-sky-parallel.htm) (アクセス: 2017年 3月 29日) 
 
＜その他＞ 
[1] NISTEP定点調査検索の更新，NISTEP Webサイト(2016.6) 
http://www.nistep.go.jp/research/scisip/nistep-teiten-data 
[2] NISTEP定点調査 2015のインフォグラフィクス 






























(1) Web of Science Core Collection (WoSCC)データベースの機関名寄せ 









① Web 調査による更新 
大学(短大、高専、大学共同利用機関を含む)、学校法人については 2016年 10～11月に、国











































[1] 資金配分機関等名英語表記ゆれテーブル(Ver.2016.1) (2016.4)：新規 
[2] NISTEP大学・公的機関名辞書(ver.2016.1)(2016.11)：更新 









最新号 http://www.nistep.go.jp/stih  







文部科学省 科学技術・学術政策研究所長 川上 伸昭  
 
特別インタビュー 
公立はこだて未来大学 美馬 のゆり 教授インタビュー 
「理系女子的人材と地方創生の新しい仕組み」 
 
京都工芸繊維大学 小野 芳朗 副学長・教授／KYOTO Design Labラボラト
リー長インタビュー 




・株式会社ジーンクエスト 高橋 祥子 代表取締役インタビュー  











科学技術予測センター 特別研究員 村田 純一、上席研究官 浦島 邦子  
 
世界各国の科学技術予測活動 
「ブラジルの予測を担う NPO組織 CGEE」 
























「STI Horizon 2016秋号発行に当たって」 








Future Earth 国際本部 日本ハブ事務局 春日 文子 事務局長インタビュー 




・九州大学工学研究院機械工学部門流体医工学研究室 山西 陽子 教授イン
タビュー  





科学技術予測センター センター長 赤池 伸一、上席研究官 横尾 淑子、




科学技術予測センター 特別研究員 村田 純一  
 
「日本の古典籍・歴史資料のデジタル化における新潮流」 
科学技術予測センター 特別研究員 蒲生 秀典  
 
「自動運転自動車の普及に向け、技術開発から社会制度設計へ」 

















第 2調査研究グループ 上席研究官 新村 和久  
 
「科学技術に関する国民意識調査－熊本地震－」 




科学技術予測センター 客員研究官・情報通信研究機構 村山 泰啓 
科学技術予測センター 上席研究官 林 和弘  
 
「会議録分析に基づく人工知能研究動向把握の試み」 





分析室 研究員 山下 泰弘 
第 2研究グループ 研究員 川島 浩誉 
科学技術振興機構(JST)知識基盤情報部人材情報グループ 副調査役 川












「STI Horizon 2016冬号発行に当たって」 




岸 輝雄 外務省参与(外務大臣科学技術顧問)インタビュー 
「科学技術外交への期待－今後の展望と課題－」 






































第 1研究グループ 客員総括主任研究官 伊地知 寛博  
 
「サイエンスマップ 2014」 





















「STI Horizon 2017春号発行に当たって」 












・早稲田大学 人間科学学術院 玉城 絵美 助教インタビュー  
・理化学研究所 仁科加速器研究センター 望月雪氷宇宙科学研究ユニット 






「持続可能な「高齢社会×低炭素社会」の実現に向けた取組 (その 2 地
域における理想とする暮らしの姿の検討)」 
































第 1研究グループ 研究員 池田 雄哉  
 
「OECD ブルースカイⅢ科学・イノベーション指標フォーラム報告」 



















開催日：2016年 12月 5日(月) 



























松澤 孝明  第１調査研究グループ 総括上席研究官 
「科学技術に関する国民意識調査－2015 年ノーベル賞受賞、熊本地震調査－」 
細坪 護挙  第１調査研究グループ 上席研究官 
15:30 前半の質疑・休憩 
16:05 発表 5 
「科学技術イノベーション活動の一層の理解に向けた基盤室のチャレンジ」 
福澤 尚美  科学技術・学術基盤調査研究室 研究員 












横尾 淑子  科学技術予測センター センター長補佐 上席研究官 












ステップな研究者」として毎年選定している。2016 年は、ナイスステップな研究者 2016 を選定




(1) ナイスステップな研究者 2016の選定 
2016年においては、当研究所の日頃の調査研究活動で得られる情報や、専門家ネットワーク(約
2,200 人)への調査で得た情報により、最近の活躍が注目される研究者約 400 名の候補者を特定
した。続いて、優れた研究成果、国内外における積極的な研究活動の展開、研究成果の実社会へ










































岩下 友美(いわした ゆみ)(37) NASA Jet Propulsion Laboratory Research Technologist 
















































































武部 貴則(たけべ たかのり)(29) 横浜市立大学 准教授(兼)シンシナティ小児病院 准教授
(兼)国立研究開発法人科学技術振興機構 さきがけ研究者 


































玉城 絵美(たまき えみ)(32) 早稲田大学 人間科学学術院 助教(兼)国立研究開発法人科学技

















さらに、H2L 株式会社は、高成長を続ける VR(バーチャルリアリティ、Virtual Reality)の市
場に参入しました。VR は「形は異なるが、本質的には実世界と同等に感じられる、もう一つの現
実」であり、非常に広範な応用が期待される中、ゲーム業界が先導しています。H2L 株式会社は、















中川 桂一(なかがわ けいいち)(32) 東京大学大学院工学系研究科 医療福祉工学開発評価研
究センター(兼)バイオエンジニアリング専攻(兼)精密工学科 助教 
 選定理由：1 兆分の 1 秒の世界を捉える世界最高速カメラ「Sequentially Timed All-optical 
Mapping Photography (STAMP)」を開発 
 


























































広津 崇亮(ひろつ たかあき)(44) 九州大学大学院 理学研究院生物科学部門 助教、株式会社




















遺伝子 Ras がコードする Ras タンパク質と細胞外のシグナルを核内へと伝える鍵分子として注目
されている MAPK 経路が同時に嗅覚神経で働いていることを発見し、論文が Nature に掲載されま
した。 










源 利文(みなもと としふみ)(43) 神戸大学大学院 人間発達環境学研究科 特命助教 























また、舞鶴湾の 47 ヶ所でマアジの環境 DNA 量と魚群探知機により測定したマアジの生物量とを









































はなく、ナノ構造に起因する特異な物性なども研究対象にしてきました。2016 年には 30 歳代の











 第 1回 2016 年 6月 7日(火)14時 00分～17時 30分 @科学技術・学術政策研究所会議室 
 
「スピンゼーベック効果の発見と新機能エネルギー変換デバイス原理の実証」  
内田 健一 (東北大学 金属材料研究所 准教授) 
「科学者のキャリア選択に関する経済理論モデルの開発・提案」  
大山 睦 (一橋大学イノベーション研究センター/商学研究科 准教授) 
「ヘルスケアに向けた無機系ウェアラブルデバイスの作製と基本動作の実証」  
竹井 邦晴 (大阪府立大学 電子物理工学科 助教) 
「針のない注射器の実現に向けた、マイクロ流体を用いたインジェクション技術の開発」  
山西 陽子 (九州大学 大学院工学研究院 機械工学部門 教授) 
 
 第 2回 2016 年 7月 8日(金)14時 00分～16時 30分 @科学技術・学術政策研究所会議室 
「海洋生物の観察による、地球規模で進行する海洋の温暖化及び酸性化の把握」  
栗原 晴子 (琉球大学 理学部海洋自然科学科 助教) 
「変動環境における野生・栽培植物の急速な進化」  
清水 健太郎 (チューリッヒ大学 進化生態ゲノミクス部門長・教授) 
「汎用的な遺伝子解析技術による、過酷環境下でも育種可能な植物の開発」  








 第 3回 2016 年 7月 22 日(金)13時 30分～17時 00分 @科学技術振興機構(JST)東京本部 
別館(K’s 五番町)1 階大会議室 
「人工知能の未来 — ディープラーニングの先にあるもの–」  
松尾 豊 (東京大学大学院工学系研究科 技術経営戦略学専攻 准教授) 
「独自開発の大規模メニーコアプロセッサーと液浸冷却技術による高い電力効率を達成した 
スーパーコンピュータの実現」  
齊藤 元章 (株式会社 PEZY Computing 代表取締役社長) 
「遺伝子研究に基づく大規模かつ信頼性あるデータを提供する、日本人向け国内最大級の遺伝 
子解析サービス会社の在学中起業」  
高橋 祥子 (株式会社ジーンクエスト 代表取締役、東京大学大学院農学生命科学 
研究科 特定研究員) 
「茶色い宝石が切り拓く病気ゼロの社会」  
福田 真嗣 (慶應義塾大学先端生命科学研究所 特任准教授、株式会社メタジェン  
代表取締役社長 CEO) 
 
(3) ナイスステップな研究者 2015パネル展示 
科学技術週間にあわせて、選定された研究者のパネルを展示した。 
展示期間：2016年 4月 16 日(土)～24日(日)  








(1) 第 11回日中韓科学技術政策セミナー 
開催期間：2016 年 10 月 17 日(月)、18日(火) 
開催場所：韓国・扶余 Lotte Buyeo Resort 
主催機関：韓国科学技術企画評価院(KISTEP) 
開催概要： 









Session 1 2016 Highlights of Research Activities 
川上所長 “Hightlights from Recent Outputs of NISTEP in 2016” 
Session 2 Technology Foresight: Strategies and Policies for the Future 
 浦島上席研究官 セッションチェア 
Session 3 Measuring and Analyzing STI: Evidence-based Approaches to 
Policymaking 
 伊神室長 “Science Map 2014” 
 池田研究員 “Statistics on Innovation; Evidence from the 4th Round of Japanese 
Innovation Survey” 
Session 4 “The 4th Indusrial Revolution and its Implications for Human 
Resources in S&T” 
 小柴研究員 “Research Status of ICT/AI” 
Session 5 Integrating Intellectural Property Rights and S&T Policy 




















発表1：Dr. Luke Georghiou、英国マンチェスター大学 副学長・教授 
“Integrating Health and Social Care to Cope With an Aging Population: Innovation 
Challenges” 
発表2：Dr. David M. Hart、米国ジョージ・メイソン大学 教授 
“Science and Technology Policy for An Aging Society in the United States” 
発表3：Dr. Nares Damrongchai、タイThailand's Center of Excellence for Life Sciences,  
CEO 











1.全米科学財団(NSF)＜米国＞         (1989. 1. 5-) 
2.マサチューセッツ工科大学(MIT)＜米国＞  (1989. 6. 8-) 
3.フラウンホーファー協会 システム・イノベーション研究所(ISI)＜独国＞ (1990. 2. 5-) 
4.韓国科学技術政策研究院(STEPI)＜韓国＞ (1993. 3. 8-) 
5.マンチェスター大学マンチェスターイノベーション研究所(MIoIR)＜英国＞  (1993.10. 1-) 
6.ジョージ・メイソン大学(GMU)公共政策研究科(SPP)＜米国＞                (1993.12.28-) 
7.中国科学技術発展研究院科学政策研究所(CASTED)＜中国＞                  (1994. 1.18-) 
8.フランス研究省技術局及び研究局(旧研究技術総局)＜仏国＞           (1994. 5.20-) 
9.ジョージア工科大学(Georgia Tech)＜米国＞                             (1999. 7. 1-) 
10.ノースキャロライナ大学(UNC)チャペルヒル校＜米国＞                    (2000. 9. 1-) 
11.韓国科学技術評価・企画院(KISTEP)＜韓国＞                            (2004.12. 9-) 
12.中国科学院科技戦略諮問研究院 (CASISD (旧 CAS/IPM))＜中国＞            (2005. 6.28-) 
13.エジプト科学研技術究アカデミー(ASRT)＜エジプト＞             (2013. 7.14-) 
14.トルコ科学技術研究会議(TUBITAC)＜トルコ＞              (2014. 1. 2-) 
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M'hamed el M Aisati エルゼビア社 オランダ 表敬訪問、意見交換 
2016/
6/16 
Petr OCKO チェコ技術庁長官 
チェコ 表敬訪問、意見交換 

































Cornelia Lawson ケンブリッジ大学 研究員 英国 講演会 
2016/
9/8 
































WU Xiang 中国 MOST 
2016/
11/8 
Samuel B. Howerton NSF国際科学技術部部長 
米国 表敬訪問、意見交換 
Elizabeth E. Lyons NSF東京事務所長 
2016/
12/6 





WANG Huizhong 中国 CASISD 
2016/
12/9 























































































John Walsh ジョージア工科大学 教授 米国 講演会、意見交換 
2017/
2/23 














Byeongwon Park 韓国 STEPI 韓国 研修、講演会等 
2017/
3/1 
William H. Pratt Finnegan パートナー 
米国 意見交換 





































































 ・一般財団法人新技術振興渡辺記念会 科学技術振興課題審査委員会委員(2016.5.2-2017.1.8, 
2017.2.16-2017.3.31) 
 ・京都大学経済研究所 特命教員(特命教授)(2017.1.1-2017.3.31) 




 ・(国研)科学技術振興機構 研究開発戦略センター特任フェロー(2016.4.1-2017.3.31) 
 ・研究・イノベーション学会 新たな活動検討委員会委員(2016.12.14-2017.9.30) 
 
奥和田 久美(上席フェロー) 
 ・東京大学大学院情報理工研究科 非常勤講師(2016.4.1-2017.3.31) 
 ・(公社)日本経済研究センター 研究会構成員(2016.4.1-2017.3.31) 
 ・北陸先端科学技術大学院大学 客員教授(2016.4.1-2017.3.31) 
 ・(国研)科学技術振興機構 社会技術研究開発センター 特任フェロー(2016.4.1-2017.3.31) 
 ・(国研)防災科学技術研究所 「攻め」の防災～運営委員会委員(2016.9.28-2018.3.31) 







 塚田 尚稔(主任研究官) 
  ・(独)経済産業研究所リサーチアソシエイト(2016.5.12-2017.3.31) 




 ・(国研)新エネルギー・産業技術総合開発機構 技術委員(2015.9.7-2017.3.31) 
枝村 一磨(研究員) 
・明治大学 兼任講師(2016.4.1-2017.3.31) 
 川島 浩誉(研究員) 
  ・東京工科大学 兼任講師(2016.10.4～2017.1.31) 
  ・東京農工大学 非常勤講師(2016.4.1-2016.9.30) 
  ・早稲田大学 非常勤講師(2016.4.1-2017.3.31) 
 
第 1調査研究グループ 
 松澤 孝明(総括上席研究官) 
  ・(公財)未来工学研究所 アドバイザー(2017.2.1～2017.3.31) 
  ・EYアドバイザリー･アンド･コンサルティング(株) アドバイザー(2017.2.2-2017.3.31) 
 細坪 護挙(上席研究官) 
  ・九州大学マス・フォア・インダストリ研究所 非常勤講師(2016.4.1-2017.3.31) 
  岡本 摩耶(上席研究官) 




  ・福井大学 産学官連携本部 客員教授(2016.4.1-2017.3.31) 
・(一社)日本薬理評価機構 研究統括(2016.4.1-2017.3.31) 
 荒木 寛幸(上席研究官) 
  ・(株)ジー・サーチ リサーチアソシエイト(2016.8.23～2016.9.30) 
 
科学技術予測センター 
 赤池 伸一(科学技術予測センター長) 
  ・科学技術振興機構 研究開発戦略センター 特任フェロー(2016.4.18-2017.3.31) 







 ・日本学術会議 連携会員(2015.1.29-2017.9.30) 
 ・(国研)科学技術振興機構 情報事業アドバイザー(2016.4.11-2017.3.31) 
 ・国立環境研究所フユーチャー・アース日本版暫定関与委員会委員(2016.12.15～2017.3.31) 
七丈 直弘(上席研究官 2016.8.31まで) 
・東京大学大学院 工学系研究科 非常勤講師(2016.4.1-2016.9.30) 
・東京大学 人工物工学研究センター 客員研究員(2016.4.27-2017.3.31) 





  ・(公財)環境科学技術研究所 研究倫理委員会委員(2016.4.13-2017.3.31) 
  小柴 等(研究員) 
  ・東京農業大学 非常勤講師(2016.4.1-2017.3.31) 




・(国研)科学技術振興機構 研究開発戦略センター 特任フェロー(2016.4.1-2017.3.31) 











開始年度 研究者 研究種目 課題名 
26 年度 七丈 直弘 基盤研究(C) 
サイエンス型産業における多様性のマネジメン
ト：知識と組織の相互作用 
26 年度 塚田 尚稔 若手研究(B) 
中国に出願される特許発明の価値に関する経済分
析 
27 年度 川島 浩誉 挑戦的萌芽研究 
論文著書に着目した大規模書誌分析に基づく科学
論文生産構造の解明 
27 年度 梅川 通久 基盤研究(C) 
人口密度のポテンシャル分布に着目した東南アジ
ア大陸部における地理的諸現象の分析 
28 年度 浦島 邦子 基盤研究(C) 
イノベーションに資する工学部におけるリベラル
アーツ教育に関する研究 
28 年度 枝村 一磨 基盤研究(C) 
産学連携が企業及び大学の研究生産性に与える影
響の実証研究 





開始年度 研究者 研究種目 課題名 
26 年度 林 和弘 基盤研究(C) 
オープンイノベーションからみた萌芽的研究領域
における発展要因の定量分析 
27 年度 荒木 寛幸 基盤研究(B) 
拡張性と簡便性を両立するデータ流通基盤の汎用
的フレームワークと複数分野での実証 
27 年度 浦島 邦子 基盤研究(C) 
学術雑誌の掲載論文の特色に基づく大学研究の目
的の分析 
27 年度 枝村 一磨 挑戦的萌芽研究 
大学研究者の論文生産性と研究資源に関するデー
タベース 
27 年度 林 和弘 基盤研究(C) 
学術雑誌の掲載論文の特色に基づく大学研究の目
的の分析 
28 年度 枝村 一磨 基盤研究(C) 
アウトバンド型オープン・イノベーション活動と
イノベーション成果の関係に係る研究 













1．日 時  2017年 3月 22 日(水)09：30～11：00 
2．場 所  文部科学省第２会議室(旧文部省庁舎２階) 
3．議 題  科学技術・学術政策研究所の主要な取組について 
 
顧問 
安西 祐一郎   (独)日本学術振興会 理事長 
白石 隆     政策研究大学院大学 学長 
田中 隆治    星薬科大学 学長 
野田 由美子   PWC アドバイザリー合同会社 パートナー／インフラ・PPP 部門統括 都市ソ
リューションセンター長 
山本 佳世子   (株)日刊工業新聞社 論説委員・編集局科学技術部編集委員 
結城 章夫    (国研)科学技術振興機構 経営企画部 上席フェロー 
矢野 誠     独立行政法人 経済産業研究所 所長／京都大学 経済研究所 教授 
 
アドバイザー 
LENNART STENBERG  SENIOR ADVISOR FOR INTERNATIONAL COOPERATION AND ANALYSIS OPERATIONAL  













2015. 5.12 「文部科学省 科学技術・学術政策研究所、トムソン･ロイター共同研究：Web of 
Science Core Collection データの謝辞情報を分析し、資金配分機関等の名称
を統一」 
2015. 6.12 「民間企業の研究活動に関する調査報告 2014」(NISTEP REPORT No.163) 
2015. 8. 5 「科学技術指標 2015」(調査資料 238)及び「科学研究のベンチマーキング 2015」
(調査資料 239) 
2015.11. 4 「「博士人材追跡調査」第 1 次報告書－2012 年度博士課程修了者コホート－」
(NISTEP REPORT No.165) 
2015.12.10 「科学技術への顕著な貢献 2015(ナイスステップな研究者)」の選定について 
2015.12.18 「研究論文に着目した日本の大学ベンチマーキング 2015-大学の個性活かし、
国全体としての水準を向上させるために-」(調査資料 243) 
2016. 3.30 「科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP 定点調査 2015)」［NISTEP 






第 71号 2016年 4月 11日 
○お知らせ 
・科学技術・学術政策研究所の組織再編について 
・「STI Horizon(エスティーアイ ホライズン)」誌 2016春号 
○調査研究成果公表 
・「NISTEP定点調査 2015報告書」刊行にあたっての定点調査委員会委員長からのメッセージ 
・「科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP定点調査 2015)」［NISTEP REPORT No.166, 167］ 
・「大学研究者の研究変遷に関する調査研究」[DISCUSSION PAPER No.134] 
・「環境規制と経済的効果-製造事業所の VOC 排出に関する自主的取組に注目した定量分析-」
［DISCUSSION PAPER No.133］ 
・「日本企業の研究開発戦略と研究開発活動-民間企業の研究活動に関する調査のパネルデータを
用いた企業レベルの分析-」［DISCUSSION PAPER No.132］ 
・「企業の生産性と国際競争力：日本と韓国の製造業の比較分析」［DISCUSSION PAPER No.131］ 
・「NISTEP データ・情報基盤ワークショップ(2015 年 2 月)～政策形成を支えるエビデンスの充実
を目指して～(開催結果)」［NISTEP NOTE No.19］ 
 
第 72号 2016年 5月 17日 
○イベント 
・「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2015からのメッセージ～」(6月 7日)開催の御
案内 
・ワークショップ「イノベーション創出に貢献できる人材に求められる能力」(6 月 2 日)開催の
御案内 
○調査研究成果公表 









・研究論文に着目した日本の大学ベンチマーキング 2015 ウェブ版の公表について 
・資金配分機関等名英語表記ゆれテーブルの公表について 
 
第 73号 2016年 6月 14日 
○イベント 
・講演会「新経済連盟の活動とその目指すところ」(6月 28日)開催の御案内 
・講演会「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2015 からのメッセージ～」(7 月 8 日)
開催の御案内 
・講演会「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2015 からのメッセージ～」(7月 22日)
開催の御案内 
○調査研究成果公表 








第 74号 2016年 7月 28日 
○調査研究成果公表 
・製品市場の効率性と全要素生産性－日韓企業の比較研究－ [DISCUSSION PAPER No.136] 
・研究開発活動における組織・人事マネジメントがイノベーションに与える影響[DISCUSSION 
PAPER No.137] 
・「STI Horizon(エスティーアイ ホライズン)」誌 2016夏号発行について 
○その他 
・第 3期 NISTEP定点調査へのご協力依頼について 
 












・サイエンスマップ 2014[NISTEP REPORT No. 169] 
・研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016[DISCUSSION PAPER No.139] 
・科学技術に関する国民意識調査－熊本地震－[DISCUSSION PAPER No.138] 
・データ・情報基盤の今後の方向性の検討 ～国際動向調査とインタビュー調査を踏まえて～






・「減災・高齢社会の未来」シナリオの検討－第 7 回予測国際会議 ワークショップ開催報告－
[NISTEP NOTE(政策のための科学) No.20] 
○その他 
・JGRAD による JREC-IN Portalの就職情報配信サービスの開始 
・NISTEP企業名辞書等のデータ改訂 
 










第 78号 2016年 10月 19日 
○ピックアップ 




・第 10回科学技術予測にみる人工知能・情報技術が切り拓く未来 [調査資料-252]  
・国際・国内会議録の簡易分析に基づく我が国の人工知能研究動向把握の試み [調査資料-253] 




















・第 4回全国イノベーション調査統計報告［NISTEP REPORT No.170］ 
・日本の科学研究力の現状と課題[NISTEPブックレット 1]の改訂版(ver.4) 













第 80号 2017年 1月 16日 
○イベント 




















Early Career Outcomes of Doctoral Recipients: Evidence from the UMETRIC－」(3月 3日) 
○調査研究成果公表 











する一考察[DISCUSSION PAPER No.143] 
・為替変動の不確実性と研究開発投資：日本の企業データによる実証分析[DISCUSSION PAPER 
No.140] 




















年月日 号数 頁 目次タイトル 
平成 28年 6月 6日 第 2396号 18 科政研「民間企業の研究活動に関する調査報告書」公
表 
平成 28年 6月 13日 第 2397号 12 科政研「民間企業の研究活動に関する調査報告」② 
平成 28年 6月 13日 第 2397号 14 科政研「イノベーション創出人材ワークショップ」 
平成 28年 6月 13日 第 2397号 15 科政研「ナイスステップな研究者」講演会 
平成 28年 6月 20日 第 2398号 42 科政研講演会 
平成 28年 6月 20日 第 2398号 12 科政研「民間企業の研究活動に関する調査報告」3 
平成 28年 6月 27日 第 2399号 20 科政研「民間企業の研究活動に関する調査報告」④ 
平成 28年 7月 4日 第 2400号 14 科政研講演会 
平成 28年 7月 18日 第 2402号 13 科政研講演会 
平成 28年 8月 1日 第 2404号 21 科政研講演会「ナイスステップな研究者からのメッセ
ージ」 
平成 28年 8月 15日 第 2406号 14 科政研「科学技術指標２０１６」公表 
平成 28年 8月 15日 第 2406号 47 科政研講演会 






平成 28年 9月 5日 第 2409号 22 科政研「科学技術指標２０１６」③ 
平成 28年 9月 12日 第 2410号 15 科政研主催「プレス関係者等懇親会」、科政研講演会 
平成 28年 9月 12日 第 2410号 16 科政研「科学技術指標２０１６」④ 






平成 28年 10月 3日 第 2413号 17 科政研ホライズンセミナー 
平成 28年 10月 3日 第 2413号 22 科政研「サイエンスマップ２０１４」② 
平成 28年 10月 10日 第 2414号 16 科政研「サイエンスマップ２０１４」③ 
平成 28年 10月 10日 第 2414号 51 科政研講演会 
平成 28年 10月 17日 第 2415号 14 科政研「サイエンスマップ２０１４」④ 
平成 28年 10月 24日 第 2416号 10 科政研「主要国の論文発表の特徴」公表① 
平成 28年 10月 31日 第 2417号 62 科政研「主要国の論文発表の特徴」公表② 
平成 28年 11月 7日 第 2418号 56 科政研「主要国の論文発表の特徴」公表③ 
平成 28年 11月 28日 第 2421号 16 科政研「受賞記念講演」、「講演会」、「セミナー案内」 
平成 28年 12月 12日 第 2423号 13 科政研「政策研究レビューセミナー」 
平成 28年 12月 12日 第 2423号 14 科政研講演会 
平成 28年 12月 19日 第 2424号 16 科政研「全国イノベーション調査統計報告」① 
平成 28年 12月 19日 第 2424号 18 「ナイスステップな研究者２０１６」11人を選定 
平成 28年 12月 26日 第 2425号 14 科政研「全国イノベーション調査統計報告」② 
平成 28年 12月 26日 第 2425号 46 科政研講演会 
平成 29年 1月 23日 第 2428号 4 ナイスステップな研究者が松野大臣を表敬 
平成 29年 1月 23日 第 2428号 5 科政研「ナイスステップな研究者」表彰、科研費講演
会 
平成 29年 1月 30日 第 2429号 50 「ナイスステップな研究者２０１６」業績紹介① 






年月日 号数 頁 目次タイトル 
平成 29年 2月 13日 第 2431号 12 科政研講演会 
平成 29年 2月 13日 第 2431号 48 「ナイスステップな研究者２０１６」業績紹介③ 
平成 29年 2月 20日 第 2432号 10 科政研講演会 
平成 29年 2月 20日 第 2432号 48 「ナイスステップな研究者２０１６」業績紹介④ 
平成 29年 2月 27日 第 2433号 41 科政研講演会 
平成 29年 2月 27日 第 2433号 49 「ナイスステップな研究者２０１６」業績紹介⑤ 
平成 29年 3月 6日 第 2434号 16 科政研「日本の大学システムのインプット構造」公表 
平成 29年 3月 6日 第 2434号 18 科政研講演会 
平成 29年 3月 6日 第 2434号 59 「ナイスステップな研究者２０１６」業績紹介⑥ 
平成 29年 3月 13日 第 2435号 15 科政研講演会 
平成 29年 3月 13日 第 2435号 20 科政研「日本の大学システムのインプット構造」分析
② 
平成 29年 3月 13日 第 2435号 65 「ナイスステップな研究者２０１６」の業績紹介⑦ 
平成 29年 3月 20日 第 2436号 60 「ナイスステップな研究者２０１６」業績紹介⑧ 
平成 29年 3月 27日 第 2437号 12 科政研「日本の大学システムのインプット構造」分析
③ 













１研：第１研究グループ ２研：第２研究グループ １調：第１調査研究グループ 
２調：第２調査研究グループ 予測センター：科学技術予測センター 基盤室：科学技術・学術基盤調査研究室 
NR:NISTEP REPORT  RM: 調査資料  DP: DISCUSSION PAPER 
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 2016 年度においては、3 本の NISTEP REPORT、10 本の調査資料、10 本の DISCUSSION PAPER、3
本の NISTEP NOTE (政策のための科学)をとりまとめた。 
 また、科学技術予測センターにおいては、科学技術に関する注目すべき動向や今後の科学技術
の方向性等をとりまとめた「STI HORIZON(エスティーアイ・ホライズン」誌を４報刊行した。 





No.170(2016.11)  第４回全国イノベーション調査統計報告 
No.169(2016.09) サイエンスマップ 2014-論文データベース分析(2009-2014 年)による注目さ
れる研究領域の動向調査- 
No.168(2016.05)  民間企業の研究活動に関する調査報告 2015 
 
調査資料 
No.258(2017.03)  論文データベース分析から見た大学内部組織レベルの研究活動の構造把握 
No.257(2017.02) 日本の大学システムのインプット構造ー「科学技術研究調査(2002～2015)」
の詳細分析ー 





No.253(2016.08)  国際・国内会議録の簡易分析に基づく我が国の人工知能研究動向把握の試み 
No.252(2016.08)  第 10 回科学技術予測調査にみる人工知能・情報技術が切り拓く未来 
No.251(2016.08)  科学技術指標 2016 
No.250(2016.05) 博士人材データベース(JGRAD)を用いた博士課程在籍者・修了者の所属確認と
キャリアパス等に関する意識調査 
No.249(2016.04)  意匠権及び商標権に関するデータベースの構築 
 
DISCUSSION PAPER 





No.142(2017.03)  科学・技術・産業データの接続と産業の科学集約度の測定 
No.141(2017.03)  日本企業の海外展開と国内事業再編 
No.140(2017.03)  為替変動の不確実性と研究開発投資：日本の企業データによる実証分析 
No.139(2016.08)  研究開発型大学等発ベンチャー調査 2016 
No.138(2016.08)  科学技術に関する国民意識調査－熊本地震－ 
No.137(2016.06)  研究開発活動における組織・人事マネジメントがイノベーションに与える影 
 響 
No.136(2016.06)  製品市場の効率性と全要素生産性―日韓企業の比較研究- 
 




NISTEP NOTE (政策のための科学) 








2016.12.5                                        





2016.7.29                                       
「サイエンスマップ 2014 報告」 
伊神 正貫：NISTEP 科学技術・学術基盤調査研究室長 
 
2017.3.29                                       
「科学技術の状況にかかる総合的意識調査(NISTEP定点調査 2016)」 





2016.6.7                                    企画課  
ナイスステップな研究者 2015講演会 
「スピンゼーベック効果の発見と新機能エネルギー変換デバイス原理の実証」 
内田 健一：東北大学 金属材料研究所 准教授 
「科学者のキャリア選択に関する経済理論モデルの開発・提案」 
大山 睦  ：一橋大学イノベーション研究センター/商学研究科 准教授 
「ヘルスケアに向けた無機系ウェアラブルデバイスの作製と基本動作の実証」 
竹井 邦晴：大阪府立大学 電子物理工学科 助教 
「針のない注射器の実現に向けた、マイクロ流体を用いたインジェクション技術の開発」 
山西 陽子：九州大学 大学院工学研究院 機械工学部門 教授 
 
2016.6.28               総務課 
「新経済連盟の活動とその目指すところ」 
小木曽 稔 ：新経済連盟事務局(政策統括) 
 
2016.7.8                                    企画課  
ナイスステップな研究者 2015講演会 
「海洋生物の観察による、地球規模で進行する海洋の温暖化及び酸性化の把握」 
栗原 晴子：琉球大学 理学部海洋自然科学科 助教授 
「変動環境における野生・栽培植物の急速な進化」 
清水 健太郎：チューリッヒ大学 進化生態ゲノミクス部門長・教授 





高木 宏樹：公益財団法人岩手生物工学研究センター ゲノム育種研究部  
主任研究員(現：石川県立大学 助教授) 
 
2016.7.22                                   企画課  
ナイスステップな研究者 2015講演会 
「人工知能の未来 -- ディープラーニングの先にあるもの--」 
松尾 豊：東京大学大学院工学系研究科 技術経営戦略学専攻 准教授 
「独自開発の大規模メニーコアプロセッサーと液浸冷却技術による高い電力効率を達成した 
スーパーコンピュータの実現」 
齊藤 元章：株式会社 PEZY Computing 代表取締役社長 
「遺伝子研究に基づく大規模かつ信頼性あるデータを提供する、日本人向け国内最大級の 
遺伝子解析サービス会社の在学中起業」 
高橋 祥子：株式会社ジーンクエスト 代表取締役、東京大学大学院農学生命科学 
研究科 特定研究員 
「茶色い宝石が切り拓く病気ゼロの社会」 
福田 真嗣：慶應義塾大学先端生命科学研究所 特任准教授、株式会社メタジェン  
代表取締役社長 CEO 
 
2016.8.9                                                        科学技術予測センター 
「未来洞察のための思考法 ～スキャニング・シナリオプランニングを中心に～」 
鷲田 祐一：一橋大学 商学研究科 教授 
 




2016.9.20                            科学技術予測センター 
「オープンサイエンスが切り拓く社会課題解決型研究の未来」  
近藤 康久：総合地球環境学研究所 准教授 
 




2016.11.17                           第 2調査研究グループ 
「中小企業・ベンチャー企業における産学連携イノベーション  
第 1回－株式会社アミンファーマ研究所－」  
五十嵐 一衛：株式会社アミンファーマ研究所 代表取締役社長 
 
2016.12.1                            第 2調査研究グループ 
「中小企業・ベンチャー企業における産学連携イノベーション  
第 2回－株式会社悠心－」  
二瀬 克規：株式会社悠心 代表取締役社長 
 
2016.12.21                           科学技術予測センター 
 「データの”再”利用を再考する-オープンデータの幅広い利活用の可能性と実践」 
大澤 剛士：農業・食品産業技術総合研究機構 農業環境変動研究センター 主任研究員 




2017.1.12                           第 2調査研究グループ 
「中小企業・ベンチャー企業における産学連携イノベーション  
第 3回－株式会社不二機販－」  
宮坂 四志男：株式会社不二機販 代表取締役 
 
2017.1.19                            科学技術予測センター 
 「Finnish Innovation and Foresight System」 
Teppo Turkki：駐日フィンランド大使館 科学技術イノベーション担当参事官 
 
2017.1.20                            科学技術予測センター 
 「新技術の社会的受容と法工学の役割」 
近藤 惠嗣：福田・近藤法律事務所  弁護士 
 
2017.2.8                                  第 1研究グループ 
 「大学の研究の質が研究開発の対内投資にもたらす効果」及び「商標権及び意匠権の分析によ
る無形資産の評価」 
René Belderbos：カトリック大学ルーヴェン 教授 
 
2017.2.15                                 科学技術予測センター 
 「欧州委員会オープンサイエンス担当専門家」 
Ron Dekker：大阪大学大学院 工学研究科長 工学部長 
 
2017.2.23                                第 1調査研究グループ 
 「オープンラーニング：科学博物館における学びのデザイン」 
Dr. Hannu Salmi：ヘルシンキ大学 教授 
 
2017.2.24                                 科学技術予測センター 
「スウェーデンの COE における産学連携と知的相互作用の形成」 
Katarina Larsen：スウェーデン王立工科大学 
 
2017.2.27                                   第 1研究グループ 
「イノベーション調査の新展開：政策形成に情報提供する測定」 
John Walsh: ジョージア工科大学 イヴァン・アレン教養学部 公共政策学科 教授 
Christian Rammer：欧州経済研究センター (ZEW) イノベーション経済学・産業動態学 
研究部門 副部門長 
 
2017.3.3                                 第 1調査研究グループ 
「博士取得者の初期キャリアの設定：米国 UMETRICS プロジェクトからのエビデンス」 






2016.6.2                             第 2調査研究グループ 
 ワークショップ「イノベーション創出に貢献できる人材に求められる能力」 
 


















小沼 良直：(公財)人未来工学研究所 主席研究員 
 
2017.1.24-25                                      
 第 1回科学技術イノベーション政策のための科学 オープンフォーラム「エビデンスから考える
未来社会への戦略とシナリオ」 
 












和田 肖子(北海道大学 大学力強化推進本部 研究推進ハブ URAステーション  
リサーチ・アドミニストレーター) 
斉藤 卓也(文部科学省研究振興局基礎研究推進室室長)  
コメンテーター ： 
奥和田 久美(NISTEP上席フェロー) 









顧 問(五十音順)                         (2016.3.31時点)      
安西 祐一郎      (独) 日本学術振興会 理事長 
白石 隆        (国大) 政策研究大学院大学 学長 
須藤 亮        (株) 東芝 技術シニアフェロー 
田中 隆治       星薬科大学 学長 
野田 由美子      PwCアドバイザリー合同会社 パートナー／インフラ・PPP部門統括  
都市ソリューションセンター長 
山本 佳世子      (株) 日刊工業新聞社 論説委員・編集局科学技術部編集委員 
結城 章夫       (国研) 科学技術振興機構 経営企画部 上席フェロー 
 
アドバイザー 
羽根 ジェラルド        バテルジャパン(株) 代表取締役社長(2016.10末まで) 
Lennart Stenberg      Senior Advisor for International Cooperation and Analysis  




職員名簿(所属順)                                        
所長                    川上 伸昭   2016. 3. 1-2017. 3.31 
総務研究官                 斎藤 尚樹   2013. 7. 1- 
上席フェロー                奥和田久美   2015. 4. 1- 
総務課         課長        海老沼 正男  2015. 5. 1-2017. 3.31 
            課長補佐      若旅 寿夫   2016. 4. 1- 
            情報係長      梅川 通久   2016. 4. 1- 
            庶務係長      藤木 聡子   2016. 4. 1- 
            経理係長      宮部 義郎   2015. 4. 1- 
            用度係       堀内 美月   2016. 4. 1- 
            用度係       林 元基    2014. 4. 1-2016. 3.31 
            研究官         蛯原 弘子   2012. 3.19- 
            専門職       荒木 静香   2016. 4. 1- 
            経理係       若宮 広和   2016. 4. 1- 
企画課         課長        三木 清香   2016. 1.11- 
               課長補佐      佐野 幸一   2016. 4. 1- 
               課長補佐      岡村 勝文   2015. 4. 1-2016. 4.15 
            国際研究協力官   堀野 功    2014.10.14-2017. 3.31 
            企画係       伊藤 大介   2016. 6. 1- 
            企画係       髙橋 安大   2015. 4.15-2016. 6. 1 
            業務係       佐藤 博俊   2009. 5. 1- 
第 1研究グループ    客員総括主任研究官 伊地知 寛博  2016. 4. 1- 
            主任研究員     塚田 尚稔   2016. 4. 1- 
                        研究員       池田 雄哉   2015. 7. 1- 
第 2研究グループ    総括主任研究官   富澤 宏之   2015. 6. 1.- 
            主任研究官     氏田 壮一郎  2016. 7. 1- 
            研究員       古澤 陽子   2011. 6. 1-2016. 6. 1 
            研究員       枝村 一麿   2012. 6. 1- 





第 1調査研究グループ  総括上席研究官   松澤 孝明   2015. 8. 4- 
            上席研究官     岡本 摩耶   2014.10. 1- 
上席研究官        小林 淑恵   2013. 4. 1- 
            上席研究官     細坪 護挙   2014.10. 1- 
            研究員       篠田 裕美   2013. 4. 1-2016. 8. 1 
            研究員       椿 光之助   2016. 7. 1- 
第 2調査研究グループ  総括上席研究官   犬塚 隆志   2015. 4. 1-  
                        上席研究官     新村 和久   2014. 4. 1- 
             上席研究官     荒木 寛幸   2016. 4. 1- 
            主任研究官     藤原 綾乃   2016. 4. 1- 
科学技術予測センター センター長     赤池 伸一   2016. 4. 1- 
命 斎藤 尚樹   2015.12. 1-2016. 3.31 
            上席研究官     横尾 淑子   2003. 1. 1- 
            上席研究官     浦島 邦子   2003. 6.16- 
            上席研究官     林 和弘    2012. 6. 1- 
            上席研究官     七丈 直弘   2012.12. 1-2016. 8.31 
            上席研究官     相馬 りか   2014. 5. 1- 
            主任研究官     栗林 美紀   2016. 4. 1- 
            主任研究官     白川 展之   2017. 1. 1- 
            研究員       小柴 等    2014. 4. 1- 
            研究官       柿崎 文彦   2016. 4. 1- 
科学技術・学術基盤調査研究室 室長        伊神 正貫   2015. 6. 1- 
            主任研究官     阪 彩香    2010. 4. 1-2016.10.31 
            上席研究官     神田 由美子  2010. 4. 1- 
            研究員       福澤 尚美   2015. 4. 1- 
            研究員       村上 昭義   2015. 4. 1- 
 
特別研究員(五十音順)                        (肩書は委嘱時点) 
梅沢 加寿夫 (国研)宇宙航空研究開発機構 主任開発員(2016.5末まで) 
蒲生 秀典  凸版印刷(株)総合研究所次世代商品研究室シニア研究員 
中島 潤   日産自動車(株) 
 本間 央之  協和発酵キリン(株)研究開発本部オープンイノベーション部マネジャー 
村田 純一  浜松ホトニクス(株)中央研究所(2016.9末まで) 
矢野 幸子  (国研)宇宙航空研究開発機構 主任研究開発員 
 
客員研究官(五十音順)                        (肩書は委嘱時点) 
浅野 茂 山形大学 学術研究院 教授 
池内 有為 筑波大学大学院 図書館情報メディア研究科 博士後期課程 
池内 健太 (独)経済産業研究所 研究員 
池上 徹彦 (国研)科学技術振興機構 CRDS 特任フェロー 
伊藤 裕子 (国研)科学技術振興機構 RISTEXフェロー、CRDSフェロー 
乾 友彦 学習院大学 国際社会科学部 教授 
井上 敦 政策研究大学院大学 専門職 
岩佐 朋子 横浜市立大学 国際総合学科部 経営学コース 准教授 
遠藤 悟 (独)日本学術振興会 総務企画部専門調査役 
及川 浩希 早稲田大学 社会科学総合学術院 社会学部 准教授 
大西 宏一郎 大阪工業大学 知的財産学部 専任講師 





岡室 博之 一橋大学大学院 経済学研究科 教授 
岡本 拓也 信州大学総長補佐、大学院総合工学系研究科 教授 
小野寺 夏生 筑波大学 名誉教授 
重茂 浩美 (国研)日本医療研究開発機構 戦略推進部研究企画課 課長代理 
門村 幸夜 大阪大学 産学連携本部 特任准教授 




金 榮愨 専修大学 経済学部 准教授 
木村 政司 日本大学 芸術学部 学部次長(所沢校舎担当)海外交流担当教授 
木村 良 高知工科大学 研究本部長、地域連携機構長 
桑原 輝隆 政策研究大学院大学 教授 
小知和 裕美 EYアドバイザリー(株) シニアコンサルタント 
近藤 康久 総合地球環境学研究所 准教授 
齋藤 裕美 千葉大学 法政経学部 法政経学科 准教授 
榊原 裕二 (株)島津製作所 顧問(研究開発担当) 
坂下 鈴鹿 内閣官房 健康・医療戦略室企画官 
坂田 東一 (一財)日本宇宙フォーラム理事長 
塩谷 景一 三菱電機(株)本社 生産技術部 主管技師長 
七丈 直弘 東京工科大学 コンピュータサイエンス学部 教授 
篠﨑 香織 実践女子大学 人間社会学部 准教授 
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